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相次ぐレール折損事故 

２０２４年 

３月14日 横 須 賀 線 品川・新橋間 

11月７日 東海道本線 真鶴・湯河原間 

２０２５年 

１月30日 横 須 賀 線 西大井・武蔵小杉間 

２月10日 山 手 線 浜松町・新橋間 

２月20日 東海道貨物支線 東京貨物ターミナル・川崎貨物間 

３月７日 東海道貨物支線 東京貨物ターミナル・川崎貨物間 

３月８日 山 手 線 駒込駅 

合計７件（輸送サービス労組調べによる） 

 コロナ禍以降の至上命題である
「鉄道事業のオペレーションコス
ト1,000億円削減方針」を達成す
るために、会社は２０２２年以降
検査・管理手法の変更を繰り返
し、保線作業の多くを占めるレー
ル交換の効率化と設備寿命の延命
化を進めてきました。 
 しかし、昨今のレール折損が相
次ぐ原因は、検査・管理手法の変

更が大きく影響していると考えら
れます。 
 現在の JR 東日本はレール折損のみならず新幹線で発生した列車分離など事故・事象が相次いでいま
す。今、必要なことは事故・事象を未然に防ぐための設備維持・更新等の管理体制と、事故・事象発
生後の復旧能力です。そのためには何よりも「現場力」を高めていくことが必要です。しかし、組織
再編やコストダウンが優先されるあまり「現場力」は低下の一途を辿っています。事故・事象は経営
体質が色濃く表れることであり、企業ガバナンスの問題であることを会社は改めて認識すべきです。 

 したがって、輸送サービス労組は以下の通り、申し入れを行いました。 


